
 

平成２９年度 

 

台風２１号により被災された製造事業者支援 

のための「復旧計画書」  
 

 

募集要領 

 

 

《お問い合わせ先》 

【県内企業】 

 和歌山県 商工観光労働部 企業政策局 企業振興課 市場開拓班 

    ＴＥＬ：０７３－４４１－２７５８、ＦＡＸ：０７３－４２４－１１９９ 

【誘致企業】 

和歌山県 商工観光労働部 企業政策局 企業立地課 ものづくり産業立地班 

    ＴＥＬ：０７３－４４１－２７５３、ＦＡＸ：０７３－４２２－１９３３ 

 

 海草振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３－４４１－３３７３、ＦＡＸ：０７３－４２３－９２６９ 

 那賀振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３６－６１－００１４、ＦＡＸ：０７３６－６１－１５１４ 

伊都振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３６－３３－４９０９、ＦＡＸ：０７３６－３３－４９３１ 

 有田振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３７－６４－１２８６、ＦＡＸ：０７３７－６４－１２７４ 

 日髙振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３８－２４－２９１１、ＦＡＸ：０７３８－２４－３３１２ 

 西牟婁振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３９－２６－７９１０、ＦＡＸ：０７３９－２６－７９１７ 

 東牟婁振興局 地域振興部 企画産業課 

  ＴＥＬ：０７３５－２１－９６０４、ＦＡＸ：０７３５－２１－９６４０ 

 

 

平成２９年１１月 
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和歌山県 

 

１ 趣旨・目的 

 和歌山県では、平成２９年１０月の台風２１号に伴う災害により被災した企

業の事業継続と早期の復旧を支援するため、「和歌山県災害被災事業者支援」

を実施することとしており、その復旧補助金の交付を受けるために必要となる

「復旧計画書」について募集を開始します。 

 

２ 対象事業 

 台風２１号に伴う災害により被災した和歌山県内の事業所であって、建物、

機械設備等の復旧に要する対象経費が１００万円以上、かつ損壊、流失、浸水

その他これらに準ずる損害を受けた旨の証明を事業所の所在地の市町村長から

受けているものが対象となります。   

 

①支援対象施設 

（１）工場 日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号。以下「日 

    本標準産業分類」という。）に掲げる製造業の用に供される施設 

（２）試験研究施設 日本標準産業分類に掲げる製造業を営む者が技術革新の 

    進展に対応した高度な技術を工業製品の開発に利用するための試験又 

    は研究を行う施設及び日本標準産業分類に掲げる自然科学研究所 

（３）知事が特に認める施設 本条第１号及び第２号に定める施設以外の施設

であり、被災事業者の事業継続に資するものと知事が特に認める施設を

いう。 

 

②補助金の算定方法等 

（１）交付要件 知事の認定を受けた「復旧計画書」（以下「認定計画書」と

いう。）において認められた、投下固定資産額（地方税法第３４１条に

規程する固定資産（土地を除く）等）及び被害を受けた固定資産等の修

繕に要する経費（消費税及び地方消費税を除く）が、１００万円以上の

ものです。 

（２）算定方法 投下固定資産額等に１０％の率を乗じて得た額    

（３）その他 「復旧計画書」の認定を受けてから１年以内に復旧事業に着手 

    し、認定から２年以内に復旧事業を完了することが必要です。    

 

３ 復旧計画書提出先及び期限 

（１）復旧計画書の提出先：支援を希望される方は、原則として、施設等の復

旧事業に着手する日までに「復旧計画書」を所管する振興局地域振興部企
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画産業課（和歌山市内にあっては県庁企業振興課）へ提出して下さい。な

お、現に、復旧事業に着手等している事業者であっても、写真、書類等に

よる確認が可能で、県が適正と認めるものは対象とします。 

 

① 復旧計画書（別記第１号様式） 

② 罹災証明書（市町村長発行） 

③ 被害状況が確認できる写真 

④ 復旧費用の証明（見積書の写し） 

⑤ 税金に未納が無いことの証明書（県税及び市町村税）  

⑥ 資産台帳（写し） 

⑦ 誓約書 

⑧ 営業案内書（パンフレット等） 

 

（２）提出期限：平成３０年１月３１日 

 

４ 支援事業者等の認定 

 復旧計画書について、県が内容を審査し認定します。 

 

５ 復旧事業着手届 

 支援事業者は、認定計画に基づいて復旧事業に着手したときは、速やかに復

旧事業着手届（別記第３号様式）を所管する振興局地域振興部企画産業課（和

歌山市内にあっては県庁企業振興課）へ提出してください。 

 

６ 補助金の交付申請 

 工場等が復旧し操業を開始した日から３か月以内に「復旧補助金交付申請書」

（和歌山県補助金等交付規則別記第１号様式（第４条関係））を所管する振興

局地域振興部企画産業課（和歌山市内にあっては県庁企業振興課）へ次の書類

を添付して提出してください。 

① 復旧補助金交付申請調書（別記第２号様式） 

② 復旧費用の証明（領収書及び契約書等の写し） 

③ 建物及び設備の位置図 

④ 投下固定資産など事業再開が確認できる写真 

⑤ 役員名簿 

⑥ 直近１年間の財務諸表（決算報告書） 

⑦ 定款 

⑧ 法人登記事項証明書 

⑨ その他知事が必要と認める書類 
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７ 補助金の交付決定 

 補助金の交付申請書を受理したときは、認定計画において認められた投下固

定資産額等が１００万円以上の復旧事業に対し、補助金を交付することについ

て、その適否を審査し、適当と認めたときは、当該申請者に対し補助金の交付

を決定し、その旨を通知します。 

 

８ 復旧計画認定及び補助金交付の流れとスケジュール 

 

 

９ 留意点 

（１）補助金の返還等について 

  ・偽りその他不正な手段により交付決定を受けたときや、工場等の復旧後 

１０年以内に事業を休止し、又は廃止したとき（今後の災害により事業

の継続ができなくなった場合又は経営の悪化により倒産した場合を除

く。）、は、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずる場合が
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あります。 

  ・認定計画において認められた投下固定資産について、知事の承認を受け

ないで、補助金等の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはなりません。ただし、支援事業者が補助金等の

全部に相当する金額を県に納付した場合又は１０年を経過した場合は、

この限りではありません。 

 

（２）申請等について 

  ・提出された書類は返却いたしません。 

  ・交付対象経費の算定にあたっては、事業完了後の確定額と大きな差額が 

  生じないよう十分精査してください。 

（３） 申請書類の入手方法について 

   申請書の様式は県ホームページ「和歌山県商工観光労働部企業政策局企業

振興課」よりダウンロードできます。 

ＵＲＬ：http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/061000/homepage/ 
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別記第１号様式 

復 旧 計 画 書 

 

                                                平成  年  月  日 

 

 

 （和歌山県知事名） 様 

 

 

              所 在 地 

 

                            名    称 

 

                            代表者名                 印 

 

                            電話番号 

 

                            担当者名 

 

 

 下記のとおり災害復旧を計画していますので関係書類を提出します。 

 

                記 

 

１ 復旧に要する経費       

    事業に要する経費  金            円 

     （うち自己資金  金            円）  

     （うち借入金   金            円） 

     （その他     金            円）  

 

２ 復旧事業計画    別紙１のとおり 

 

３ 企業概要      別紙２のとおり  

 

４ 事業完了予定年月日         年   月   日      
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添付書類     罹災証明書（市町村長発行） 

         被害状況が確認できる写真    

         復旧費用の証明（見積書の写し） 

         税金に未納が無いことの証明書（県税及び市町村税） 

         資産台帳（写し） 

         誓約書 

         営業案内書（パンフレット等） 
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（別紙１） 

復 旧 事 業 計 画  

 

１ 被災状況の概要 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 建物の被災状況 

 

 

 

３ 設備等の被災状況 （地方税法第341条に規定する償却資産のみ） 

名称 台数 被害状況 残存価格（円） 被害額（円） 

     

     

     

     

     

     

     

被害額合計（円）     

※ 被害のあった全ての設備等について記載（欄が足りない場合は追加するか別葉とす

る） 

  被害状況は、流出、修繕不可、修繕可能のいずれかを記載 

  被害額は、流出及び修繕不可の場合は残存価格の全額、修繕可能の場合修繕費相当

額（税抜き）を記載 
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４ 復旧事業の概要 

事 業 所 名 
 

 

予  定  地 
 

 

施設等概要 

 

施設等名称  

延床面積 ㎡ 

敷地面積 ㎡ 

 

建物 

復旧区分 復旧整備の内容 見積額(円） 

   

   

 ※ 復旧区分には、建替、修繕の別を記載 

 

設備 （地方税法第341条に規定する償却資産のみ） 

名称 台数 復旧区分 仕様（メーカー・型番等） 見積額（円） 

     

     

     

     

     

     

     

見積額合計（円）     

 ※ 復旧区分には、修繕、入替、新規の別を記載
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（別紙２） 

企 業 概 要 

 

                                                 平成  年  月  日現在 

名       称  

本社（店）の所在地  

資   本   金 
 

創 業 年 月 日  

設 立 年 月 日  

業種及び主要製品 

 

 

 

 

 

過去３カ年の売上高 

（百万円） 

平成  年度 平成  年度 平成  年度 

   

総 従 業 員 数  正社員     人  非正社員      人 
  合計      

人 

主要事業所の概要 

 

 

 

主要取引先 
 

 

主要取引金融機関 
 

 

関連（協力）企業等 
 

 

地球環境の保全、労

働環境の向上、地域

社会への貢献につい

ての取り組み状況  
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誓 約 書 

 

 

平成  年  月  日   

 

  

 

和歌山県知事 様 

 

 

 

 

               住所（所在地） 

 

               商号又は名称 

 

               代 表 者 名                    印 

 

               電 話 番 号        

                                   
 

 

 

 申請者及び申請者の役員が和歌山県災害被災事業者支援基本方針第３条第２

項に規定されている以下の要件に該当することを誓約します。 

 

 

 

                                       記 

 

 

   (1) 過去５年以内に重大な法令違反を犯す、あるいは雇用、人権、製品の安全性、地 

   域環境等に重大な問題を惹起する等反社会的行為と見なされる行為を行っていない 

     こと。 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２ 

  条第２項に掲げる暴力団でないこと及びこれらの利益となる活動を行っていないこ 

  と。 

   (3) 地球環境の保全、労働環境の向上、地域社会への貢献について十分な実績と能力 

     を有すると認められること。 

  (4) 安定した雇用機会の創出及び地域経済産業の活性化に寄与すると認められること。 
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別記第３号様式（第５条関係） 

 

 

復 旧 事 業 着 手 届 

 

 

 

・復 旧 事 業 名   平成２９年台風２１号に伴う被災施設復旧事業 

 

 

・復旧事業着手日  平成  年  月  日 

 

 

 

  上記のとおりお届けします。 

 

 

   平成  年  月  日 

 

 

                                  事業者 住 所 

 

                                        氏 名             印 

 

                       

  和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 様 
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和歌山県補助金等交付規則 

別記第1号様式(第4条関係) 

 

 

 

復旧補助金交付申請書 
 

 

年  月  日 

 

   和歌山県知事       様 

 

 

 

申請者住所              

  

 

氏名又は名称 

          印 

 

 

 平成  年度において、復旧補助金を受領したいので、補助金等 

    円の交付について、和歌山県補助金等交付規則第4条の規定により、関係書類を添

えて申請します。 

 なお、この申請に当たり同規則第5条の2に規定する補助金等の交付の除外要件に該当す

ることが判明した場合又は同規則第10条第2項の規定に違反した場合には、同規則第17条の

規定に基づき補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議の申立て

を行いません。 

 

 

  関係書類 

 

   １ 復旧補助金交付申請調書（別記第２号様式） 

    

   ２ 役員名簿 
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別記第２号様式（第４条関係） 

 

 

 

復旧補助金交付申請調書 

 

 

 

 

 

１ 交付申請額 

 

 

２ 復旧工場等 

  （１）所在地 

 

  （２）名 称 

 

  （３）事業の内容 

 

 （４）敷地面積 

 

  （５）建築面積 

 

  （６）投下固定資産額等 

 

  （７）復旧年月日 

 

  （８）雇用状況 

        全従業者     人 （正社員    人 、非正社員    人） 

            

３ 交付申請額の算出方法 
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４ 添 付 書 類 

   (1) 復旧費用の証明（領収書及び契約書等の写しを添付すること。） 

 

種    目 

 

内    容 

 

数  量 

 

金   額 

 

備  考 

 

 建   物 

 

 

 

 

 

 償却資産等 

  (機械及び装置) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 建物及び設備の位置図 

  (3) 投下固定資産など事業再開が確認できる写真 

  (4) 役員名簿 

(5) 直近１年間の財務諸表（決算報告書） 

  (6) 定款 

  (7) 法人登記事項証明書 

 (8) その他知事が必要と認める書類  

 

 

  

 


